
証券コード：5244

第 2 3 回  定 時 株 主 総 会

招集ご通知
　 目　次

■第23回定時株主総会招集ご通知 ……………………1
■株主総会参考書類 ……………………………………6

第1号議案　剰余金の処分の件
第2号議案　取締役７名選任の件
第3号議案　監査役２名選任の件

■事業報告………………………………………………15
■連結計算書類…………………………………………37
■計算書類………………………………………………48
■監査報告書……………………………………………57

開催日時 2026年６月23日（火曜日）午前10時
受付開始：午前9時30分

開催場所 東京都港区虎ノ門二丁目２番１号
住友不動産虎ノ門タワー　２階
ベルサール虎ノ門

昨年と会場が変更となっておりますので、ご注意
くださいますようお願い申し上げます。末尾の
「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。

決議事項 第1号議案　剰余金の処分の件
第2号議案　取締役７名選任の件
第3号議案　監査役２名選任の件

　
https://koekiku.jp
アクセスキー　5244XScv

抽選でギフト券を進呈！

を

お聞かせください

みなさまの

サービス運営会社：株式会社プロネクサス
お問い合わせ：コエキク事務局
koekiku@pronexus.co.jp

株主アンケート

株式会社jig.jp



証券コード　5244
2026年６月４日

（電子提供措置の開始日　2026年６月１日）
株　主　各　位

福井県鯖江市横越町第10号34番地１
株 式 会 社 j i g . j p

代表取締役社長CEO 川 股 将

【当社ウェブサイト】
https://www.jig.jp/ir

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第23回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第23回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し
あげます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につい
て電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに掲載しておりますので、
いずれかのウェブサイトにアクセスの上、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「ＩＲ情報」「株主総会関連資料」を順に選
択いただき、ご確認ください。）

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「ｊｉｇ．ｊｐ」（全角）
又は「コード」に当社証券コード「5244」（半角）を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類／
PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知／株主総会資料」欄よりご確
認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット又は書面（郵送）によって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、2026年６月22日（月曜日）午
後７時までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
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１．日 時 2026年６月23日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都港区虎ノ門二丁目２番１号

住友不動産虎ノ門タワー　２階
ベルサール虎ノ門
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
※開催場所及び開催時刻が昨年と異なりますので、お間違えのないようご来場く

ださい。
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第23期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）事業報告の内容、連結
計算書類の内容ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報
告の件

２. 第23期（2025年４月１日から2026年３月31日まで）計算書類の内容報告の
件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件
第３号議案 監査役２名選任の件

［インターネットによる議決権行使の場合］
　当社指定の議決権行使ウェブサイト（https://evote.tr.mufg.jp/）にアクセスしていただき、同封
の議決権行使書用紙に表示された「議決権行使コード」及び「パスワード」をご利用のうえ、画面の
案内にしたがって、議案に対する賛否をご入力ください。
　インターネットによる議決権行使に際しましては、5頁の「インターネットによる議決権行使のご
案内」をご確認くださいますようお願い申し上げます。

［書面（郵送）による議決権行使の場合］
　議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着するようご返
送ください。

敬　具
記
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４．招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）
(1) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表

示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。
(2) インターネットにより複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われた議決権行使を有効

なものとしてお取り扱いいたします。
(3) インターネットと書面（郵送）により重複して議決権を行使された場合は、到着日時を問わ

ず、インターネットによる議決権行使を有効なものとしてお取り扱いいたします。
(4) 代理人により議決権を行使される場合は、議決権を有する他の株主の方１名を代理人として株

主総会にご出席いただけます。ただし、代理権を証明する書面のご提出が必要となりますので
ご了承ください。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申
しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の各ウェブサイトにおいて、その
旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付にご提出く
ださい。

次ページの案内に従って、議案の賛
否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対する賛
否をご表示のうえ、切手を貼らずに
ご投函ください。

日　時 行使期限 行使期限

2026年６月23日（火曜日）
午前10時（受付開始:午前9時30分）

2026年６月22日（月曜日）
午後７時入力完了分まで

2026年６月22日（月曜日）
午後７時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

⃝ 賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 反対する場合 「否」の欄に〇印
第２、３号議案

⃝ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
⃝ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印
⃝ 一部の候補者に反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード
ログインID

仮パスワード

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

・インターネット等および書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取
り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取り
扱いいたします。

・書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとし
てお取り扱いいたします。

－ 4 －



インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法 ログインID・仮パスワードを
入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パスワードを入力する
ことなく、議決権行使サイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

XXXX-XXXX-XXXX-XXX

XXXXX

1.　

2.　

○○○○○○○

議　決　権　の　数
議 　 決 　 権 　 の 　 数

基準日現在のご所有株式数

株　主　総　会　日

××××年××月××日

XX 個

御中○○○○○○○
議 決 権 行 使 書

XX 個

XX 株

ログイン用QRコード

ログインID

仮パスワード

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本

見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。3

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」
を入力しクリックしてください。

2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク
0120－173－027

（通話料無料／受付時間 ９:00～21:00）
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金の処分の件

　当社は、将来の事業展開に備えた内部留保を確保しつつも、株主の皆様へ安定的かつ継続的な配当
の実施を通じた利益還元の姿勢をより明確化することにより、ファンとなる株主の獲得、並びに株主
基盤の強化を図ることが当社企業価値の更なる向上において重要であると考えております。
　その中、当社は、「総還元性向30％以上」を目標とする新たな株主還元方針を掲げております。
　当期の期末配当につきましては、上記の方針に基づき、以下のとおりとさせていただきたく存じま
す。

期末配当に関する事項
　(1) 配当財産の種類
　　　　金銭といたします。

　(2) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額
　　　　当社普通株式１株につき金２円93銭
　　　　総額　　　　120,740,026円

　(3) 剰余金の配当が効力を生じる日
　　　　2026年６月24日
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候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

１
川　股　将

(かわまた　しょう)

1991年９月４日生

    2016年    4 月 野村證券株式会社 投資銀行部門　入社
    2021年    2 月 当社　入社
    2023年    6 月 当社　執行役員 事業戦略担当
    2024年    6 月 当社　代表取締役社長CEO（現任）

株式会社A Inc.　代表取締役社長（現任）
株式会社B Inc.　取締役（現任）

    2024年    12月 株式会社C Inc.　取締役（現任）
    2025年    4 月 株式会社アンビリアル　代表取締役社長（現任）

【重要な兼職の状況】
株式会社A Inc.　代表取締役社長
株式会社B Inc.　取締役
株式会社C Inc.　取締役
株式会社アンビリアル　代表取締役社長

222,600株

２
田　中　雄　一　郎
(たなか　ゆういちろう)

1992年12月30日生

    2016年    4 月 野村證券株式会社　投資銀行部門　入社
    2022年    1 月 JPモルガン証券株式会社　投資銀行本部　入社
    2023年    4 月 当社　入社
    2023年    6 月 当社　執行役員 財務戦略・IR担当
    2024年    6 月 当社　取締役CFO（現任）

株式会社A Inc.　取締役（現任）
株式会社B Inc.　取締役（現任）

    2024年    12月 株式会社C Inc.　取締役（現任）
    2025年    4 月 株式会社アンビリアル 取締役（現任）

【重要な兼職の状況】
株式会社A Inc.　取締役
株式会社B Inc.　取締役
株式会社C Inc.　取締役
株式会社アンビリアル　取締役

81,000株

第２号議案 取締役７名選任の件

　現在の取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締役７名の選
任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

３
福　野　泰　介

(ふくの　たいすけ)

1978年11月８日生

    2001年    3 月 有限会社ユーエヌアイ研究所
（現　株式会社ユーエヌアイ研究所）設立　代表取締役

    2002年    12月 株式会社ユーエヌアイ研究所　取締役副社長
    2003年    5 月 当社　設立　代表取締役社長
    2004年    5 月 有限会社モノバイト　設立　代表取締役
    2005年    3 月 株式会社ユーエヌアイ研究所　取締役
    2015年    5 月 一般社団法人福井県情報システム工業会　理事（現任）
    2016年    5 月 株式会社B Inc.　代表取締役社長
    2017年    3 月 株式会社A Inc.　取締役
    2018年    6 月 当社　取締役会長
    2022年    9 月 学校法人神山学園　評議員（現任）
    2023年    6 月 当社　代表取締役社長
    2023年    6 月 株式会社B Inc.　取締役（現任）
    2024年    6 月 当社　取締役（現任）

一般社団法人ソフトウェア協会　理事（現任）
    2024年    10月 公益財団法人IchigoJam財団　代表理事（現任）

【重要な兼職の状況】
株式会社B Inc.　取締役
公益財団法人IchigoJam財団　代表理事

10,429,200株

４
岸　　周　平

(きし　しゅうへい)

1976年８月16日生

    2000年    4 月 株式会社アクシブドットコム
（現　株式会社CARTA HOLDINGS）入社

    2003年    5 月 当社　設立　取締役（現任)
    2013年    7 月 株式会社A Inc.　設立　代表取締役
    2013年    8 月 スマートアイデア株式会社　取締役
    2016年    4 月 株式会社A Inc.　取締役（現任）

【重要な兼職の状況】
株式会社A Inc.　取締役

4,749,300株

－ 8 －



候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

５
赤　浦　　徹

(あかうら　とおる)

1968年8月7日生

    1991年    4 月 日本合同ファイナンス株式会社
（現　ジャフコグループ株式会社）入社

    1999年    10月 インキュベイトキャピタルパートナーズ
ゼネラルパートナー

    2000年    3 月 株式会社エスプール　取締役（現任）
    2000年    4 月 サイボウズ株式会社　取締役
    2000年    9 月 株式会社アクシブドットコム

（現　株式会社CARTA HOLDINGS）取締役
    2001年    9 月 同社　監査役
    2005年    2 月 株式会社プレステージソリューションズ

（現　株式会社システムソフト）取締役
    2005年    6 月 当社　社外取締役（現任）
    2006年    3 月 株式会社セレス　取締役
    2006年    9 月 ビットレイティングス株式会社

（現　アクセルマーク株式会社）取締役
    2007年    8 月 Sansan株式会社　取締役（現任）
    2008年    3 月 インキュベイトキャピタル5号投資事業有限責任組合

無限責任組合員
    2008年    7 月 インキュベイトキャピタル株式会社　設立

代表取締役（現任）
    2010年    9 月 インキュベイトファンド株式会社　代表取締役（現任）
    2011年    6 月 株式会社Aiming　取締役
    2014年    10月 株式会社ダブルスタンダード　監査役
    2017年    3 月 IFホールディングス株式会社　代表取締役（現任）
    2017年    12月 株式会社ispace　取締役（現任）
    2019年    7 月 一般社団法人日本ベンチャーキャピタル協会　会長
    2020年    3 月 インキュベイトファンド5号有限責任事業組合　設立　

組合員（現任）
    2020年    11月 株式会社岩谷技研　取締役（現任）
    2021年    3 月 インキュベイトファンドLP2号有限責任事業組合　設立

組合員（現任）
    2021年    6 月 Space BD株式会社　取締役（現任）
    2021年    6 月 株式会社ダブルスタンダード　取締役（現任）
    2023年    7 月 一般社団法人日本ベンチャーキャピタル協会　特別顧問（現任）
    2023年    8 月 インキュベイトファンドLP3号有限責任事業組合　設立

組合員（現任）
【重要な兼職の状況】
インキュベイトキャピタル株式会社　代表取締役
株式会社エスプール　取締役（監査等委員）
Sansan株式会社　取締役
株式会社ダブルスタンダード　取締役
株式会社ispace　取締役

5,412,000株
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候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略歴、地位、担当および重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

６
菅　沼　　匠

(すがぬま　たくみ)

1981年２月16日生

    2002年    10月 監査法人トーマツ（現　有限責任監査法人トーマツ）入所
    2004年    12月 株式会社ジャスダック証券取引所

（現　株式会社日本取引所グループ）出向
    2005年    5 月 公認会計士登録
    2012年    12月 弁護士登録
    2015年    12月 リンクパートナーズ法律事務所創業

代表パートナー（現任）
    2016年    7 月 株式会社ベーシック　監査役
    2017年    5 月 株式会社ダブルエー　取締役（現任）（現　監査等委員）
    2018年    4 月 株式会社ベーシック　取締役（現任）（現　監査等委員）
    2018年    12月 当社　社外取締役（現任）
    2020年    9 月 株式会社Arent　監査役（現任）
    2025年    8 月 株式会社エージェントグロー　取締役（現任）（現　監査等委員）

【重要な兼職の状況】
リンクパートナーズ法律事務所　代表パートナー
株式会社ベーシック　取締役（監査等委員）
株式会社ダブルエー　取締役（監査等委員）
株式会社Arent　監査役
株式会社エージェントグロー　取締役（監査等委員）

35,000株

７
矢　島　里　佳
(やじま　りか)

1988年7月24日生

    2011年    3 月 「日本の伝統を次世代につなぐ」株式会社和える　創業
代表取締役社長（現任）

    2023年    1 月 株式会社オーツーパートナーズ　社外取締役（現任）
    2023年    4 月 株式会社Freewill　顧問（現任）
    2024年    6 月 当社　社外取締役（現任）

【重要な兼職の状況】
株式会社和える　代表取締役社長

ー株
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注１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません
注２．各候補者の重要な兼職の状況については、上記のとおりであります。
注３．赤浦徹氏、菅沼匠氏および矢島里佳氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者

であります。
注４．当社は、菅沼匠氏および矢島里佳氏の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、届け

出ております。両氏の選任が承認された場合、引き続き独立役員となる予定であります。
注５．社外取締役候補者赤浦徹氏に関する特記事項は、次のとおりであります。

・赤浦徹氏を社外取締役候補者とした理由は、インキュベイトファンド株式会社の代表取締役として、ベ
ンチャーキャピタル事業における長期の職務経験と他の企業における役員としての豊富な経験及びそれ
らを通じて培われた幅広い見識を有しており、経営全般及び企業投資に関する助言・提言を期待できる
ものと判断したためであります。

・赤浦徹氏は、2005年６月29日の第２回定時株主総会決議により選任され、在任年数は本定時株主総会
終結の時をもって21年となります。

注６．社外取締役候補者菅沼匠氏に関する特記事項は、次のとおりであります。
・菅沼匠氏を社外取締役候補者とした理由は、弁護士及び公認会計士としての豊富な経験と専門知識を有

しており、当社のガバナンスの機能強化と活性化を行うことが期待できると判断したためであります。
・菅沼匠氏は、2018年12月14日の臨時株主総会決議により選任され、在任年数は本定時株主総会終結

の時をもって７年６ヶ月となります。
注７．社外取締役候補者矢島里佳氏に関する特記事項は、次のとおりであります。

・矢島里佳氏を社外取締役候補者とした理由は、日本のものづくりの技術を世界に拡げるという高い志を
持ち、他の企業で代表取締役として会社経営の経験を有するため、当社経営の意思決定に際して客観的
かつ広い視野で適切な意見を提示する等、業務執行の監督役割を果たせると判断したためであります。

・矢島里佳氏は、2024年６月25日の第21回定時株主総会決議により選任され、在任年数は本定時株主
総会終結の時をもって２年となります。

注８．非業務執行取締役との責任限定契約について
　当社は、取締役（業務執行取締役等である者を除く。）との間で会社法第427条第１項に基づく責任限
定契約を締結できる旨定款に定めております。これにより、当社は、福野泰介氏、岸周平氏、赤浦徹氏、
菅沼匠氏および矢島里佳氏との間で当該契約を締結しており、５氏の再任が承認された場合、当該契約を
継続する予定であります。

当該契約内容の概要は、次のとおりであります。
・非業務執行取締役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、１百万円または法令

が規定する額のいずれか高い額を限度とする。
・上記の責任限定が認められるのは、当該非業務執行取締役が責任の原因となった職務の遂行について善

意かつ重大な過失がないときに限るものとする。
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候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略 歴 、 地 位 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

１
豊　島　　絵

(とよしま　かい)
1977年２月４日生

    1999年    10月 会計士補登録
    2000年    4 月 朝日監査法人（現　有限責任あずさ監査法人）入社
    2003年    4 月 公認会計士登録
    2005年    12月 当社　監査役（現任）
    2006年    1 月 豊島公認会計士事務所

（現　エヌ・ビー・シー税理士法人）　設立　所長
    2006年    6 月 株式会社プロスペクト　監査役
    2008年    7 月 税理士登録
    2009年    1 月 株式会社TMS　設立　代表取締役（現任）
    2012年    11月 上海豊矩管理諮詢有限公司　設立　董事長（現任）
    2013年    7 月 アルテック株式会社　監査役（現任）
    2016年    8 月 台湾豊矩管理諮詢有限公司　設立　董事長（現任）
    2018年    10月 税理士法人ＴＭ総合会計事務所

（現　エヌ・ビー・シー税理士法人）　代表社員
    2020年    11月 みさき監査法人　代表社員(現任）
    2026年    2 月 エヌ・ビー・シー税理士法人　社員税理士（現任）

【重要な兼職の状況】
エヌ・ビー・シー税理士法人　社員税理士
株式会社TMS　代表取締役
アルテック株式会社　監査役

－株

第３号議案 監査役２名選任の件

　現在の監査役４名のうち豊島絵氏及び上杉昌隆氏の２名は本総会終結の時をもって任期満了となり
ますので、監査役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　また、本議案の提案にあたっては、事前に監査役会での同意を得ております。
　監査役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　名
生年月日 略歴、地位および重要な兼職の状況 所 有 す る

当 社 の 株 式 数

２
上　杉　昌　隆

(うえすぎ　まさたか)
1965年７月31日生

    1995年    4 月 弁護士登録（東京弁護士会）
江守・川森法律事務所　入所

    1999年    4 月 上杉法律事務所　開設
    2000年    9 月 アムレック法律会計事務所

（現　霞が関法律会計事務所）共同経営者
    2003年    6 月 デジタルアーツ株式会社　監査役
    2007年    6 月 当社　監査役（現任）
    2013年    6 月 株式会社Trade Safe（現　株式会社コマース

Oneホールディングス）　監査役（現任）
    2013年    12月 株式会社セレス　監査役
    2014年    11月 株式会社Aiming　監査役（現任）
    2015年    3 月 桜田通り総合法律事務所　開設　共同経営者（現任）
    2016年    3 月 株式会社フルキャストホールディングス

取締役（監査等委員）（現任）
    2016年    6 月 デジタルアーツ株式会社　取締役（監査等委員）（現任）
    2021年    3 月 株式会社セレス　取締役（監査等委員）（現任）

【重要な兼職の状況】
桜田通り総合法律事務所　共同経営者
株式会社セレス　取締役（監査等委員）
株式会社Aiming　監査役
株式会社フルキャストホールディングス　
取締役（監査等委員）
デジタルアーツ株式会社　取締役（監査等委員）
株式会社コマースOneホールディングス　監査役

－株
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注１．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。
注２．豊島絵氏および上杉昌隆氏は、社外監査役候補者であります。
注３．社外監査役候補者豊島絵氏に関する特記事項は、次のとおりであります。
　　　・豊島絵氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士、税理士としての豊富な経験と専門知識を有し

ており、これらの専門性を活かし、引き続き社外監査役としての職務を適切に遂行できるものと判断し
たためであります。

　　　・豊島絵氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総会終結の時をも
って20年６か月となります。

注４．社外監査役候補者上杉昌隆氏に関する特記事項は、次のとおりであります。
　　　・上杉昌隆氏を社外監査役候補者とした理由は、長年にわたる弁護士としての豊富な経験と専門知識を有

しており、これらの専門性を活かし、引き続き社外監査役としての職務を適切に遂行できるものと判断
したためであります。

　　　・上杉昌隆氏は、現在、当社の社外監査役でありますが、監査役としての在任期間は、本総会終結の時を
もって19年となります。

注５．当社は、豊島絵氏および上杉昌隆氏を、現在、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指
定し、同取引所に届け出ております。両氏の選任が承認された場合、引き続き同取引所の定めに基づく独
立役員となる予定であります。

注６．当社は、豊島絵氏および上杉昌隆氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づく責任限定契約を締結で
きる旨定款に定めております。これにより、当社は、豊島絵氏および上杉昌隆氏との間で当該契約を締結
しており、両氏の再任が承認された場合、当該契約を継続する予定であります。

注７．当社は、監査役を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会
社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の職務執行に関して行った行為に起因
して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が填補されることとな
り、被保険者の全ての保険料を当社が全額負担しております。各監査役候補者は、当該保険契約の被保険
者に含まれており、各監査役候補者が監査役に選任され就任した場合は、引き続き当該保険契約の被保険
者に含められることとなります。

以　上
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(2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで)
事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過および成果

① 全般的概況
　当連結会計年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の拡大等
を背景として、緩やかな回復基調で推移しました。一方で、継続的な物価上昇とそれに伴う個
人消費の停滞感や、不安定な国際情勢など、国内外の景気の先行きは不透明な状況が続いてお
ります。
　そのような状況の中、当社グループが主に事業展開を行うスマートフォン関連市場において
は、2026年４月の内閣府『令和８年３月実施調査結果：消費動向調査』の報告によります
と、2026年３月末の国内スマートフォン世帯普及率は93.5％と継続して高い水準に位置して
おります。
　また、日本におけるライブ配信市場は、新規利用者の増加や既存利用者による複数サービス
併用による利用機会増加を受けて市場規模の成長が継続する中、新たに参入する企業や競合各
社における積極的な広告宣伝販促活動、配信ユーザーの囲い込み等が継続し、競争は引き続き
激化しております。
　このような事業環境のもと、当社グループにおきましては、ライブ配信事業の「ふわっち」
が前期に引き続き、新たなアイテムや機能の提供等を通じてユーザーへの利便性や満足度を高
めつつ、ユーザーエンゲージメントを高めることを企図したサービス内での新たなイベントの
開催等を通じてユーザーを飽きさせない施策を定期的に実施しました。加えて、獲得効率を意
識した効果的なデジタル広告の展開やテレビCMを含むマスメディアでの広告を投下すること
で、ユーザーの拡大を図りました。
　以上の結果、当社グループ連結決算では、売上高14,631百万円（前期比6.1％増加）、営業
利益1,976百万円（前期比1.8％減少）、経常利益1,821百万円（前期比2.0％減少）、親会社
株主に帰属する当期純利益1,155百万円（前期比7.3％増加）となりました。
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サービス別内訳

売　　上　　高
第21期 第22期 第23期（当連結会計年度）

金　額 構成比 金　額 構成比 金　額 構成比
動画サービス 12,203,288 99.64％ 13,661,393 99.02％ 14,334,429 97.97％
jigブラウザ 15,183 0.13％ 10,844 0.08％ 8,648 0.06％
広告サービス 334 0.00％ 72,116 0.52％ 72,326 0.49％
VTuber 558 0.00％ 17,108 0.13％ 169,250 1.16％
その他 27,684 0.23％ 34,816 0.25％ 46,849 0.32％

合　　計 12,247,048 100.00％ 13,796,280 100.00％ 14,631,505 100.00％

② サービス別概況
　サービス別の売上高の状況は次のとおりです。

（単位：千円）

ⅰ．ふわっち及びtopia
　ライブ動画配信サービスです。ライブ動画配信の中で、配信者を応援する為のアイテムへ
の課金等の収入を見込んでいます。

　当連結会計年度におきましても、引き続き、幅広いユーザー層が利用できるように地道な
製品メンテナンスなどを継続してまいりました。
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(2) 対処すべき課題
① ユーザー獲得の強化
　当社グループが持続的に成長するためには、当社グループおよび当社グループのサービスの
知名度を向上させ新規ユーザーを継続的に獲得し、ユーザー数を拡大していくことが必要不可
欠であると認識しております。そのためには、効果的な広告宣伝活動等により当社グループお
よび当社グループのサービスの知名度を向上させるよう努めてまいります。

② サービスの健全性の確保
　当社グループが提供するサービスは、サービス内でコミュニケーションをとることが可能で
あるため、ユーザーが安心して当社グループのサービスを利用できるようにサービスの健全性
を確保する必要があります。当社グループは、サービスの健全性を確保するため、ユーザーに
対し、利用規約やガイドラインにおいて、誹謗中傷行為や、出会いを目的とする行為、他人の
権利侵害に該当する行為、公序良俗に反する行為等の社会的問題へと発展する可能性のある不
適切な行為や違法な行為等の禁止を明示しているほか、ユーザー間のコミュニケーションのモ
ニタリングを随時行い、規約やガイドラインに違反したユーザーに対しては、改善の要請や退
会等の措置を講じ、サービス内における注意喚起を行うなどの対応を行っております。その
他、当社グループは、以下のような取組を行うことで、健全なプラットフォームの構築に努め
ております。
（a）配信時のルールを定めたガイドラインおよび視聴時のルールを定めたガイドラインを含

む各種ガイドラインの設置と運用
（b）利用規約や各種ガイドラインの違反事例の例示を用いたユーザーへの啓蒙活動
（c）外部リソースも活用した人員配置による365日24時間リアルタイムでの監視体制の構築

および監視基準に基づいた配信停止措置の随時実施
（d）利用規約や各種ガイドラインへの違反が確認されたユーザーの確実な抽出と当該ユーザ

ーへの改善要請および違反内容や累積違反状況に応じた一時的な利用制限や強制退会措
置の実施

（e）毎週実施の定例会議を通じて監視体制や監視基準に関する課題の抽出と改善を推進
　当社グループは、サービス等を利用する上でのマナーや注意事項等を明確に表示し、モニタ
リング・システムの強化やサービス内パトロール等のための人員体制の増強等、システム面、
人員面双方において監視体制を、サービスの拡大に即して継続的に強化し、健全性の更なる確
保に努めてまいります。
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③ 組織の機動性の確保
　当社グループの属するIT業界は、他の業界に比べて環境変化のスピードが速く、その変化へ
の迅速な対応が不可欠であります。組織の規模拡大による機動性の低下等の弊害を排除するた
め、適切な人員配置、事業展開に応じた組織体制の整備により、意思決定の機動性の確保を図
ってまいります。

④ 優秀な人材確保および育成
　当社グループは、今後、より一層の事業拡大のため、人材の確保および育成を重要な課題と
認識しております。当社グループの事業内容に共鳴する優秀な人材を確保し、持続的な成長を
支える人材を育成すべく採用活動を強化してまいります。

⑤ 内部管理体制の強化
　当社グループは今後も更なる業容拡大を図るため、当社の成長段階に沿った内部管理体制の
強化が必要と認識しております。そこで当社は内部統制に基づき業務プロセスの整備を行い、
業務を有効的かつ効率的に行ってまいります。また、内部管理体制を充実するために、コンプ
ライアンス・リスク管理委員会で適時にリスク管理を行い、研修や社内勉強会等を開催し内部
統制およびコンプライアンスの強化に努めてまいります。
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区 分
第20期

2022年４月１日から
2023年３月31日まで

第21期
2023年４月１日から
2024年３月31日まで

第22期
2024年４月１日から
2025年３月31日まで

第23期
（当連結会計年度）
2025年４月１日から
2026年３月31日まで

売 上 高 10,503,735 12,247,048 13,796,280 14,631,505
経 常 利 益 986,392 1,823,893 1,858,593 1,821,942
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 978,530 1,214,939 1,077,496 1,155,758

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 23円29銭 28円88銭 25円69銭 27円78銭
総 資 産 4,252,685 5,715,187 6,754,946 7,506,847
純 資 産 2,136,028 3,254,664 4,095,757 5,024,778

(3) 財産及び損益の状況
① 企業集団の財産及び損益の状況の推移

（単位：千円）

注１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。
注２．当社は2022年６月23日付で普通株式１株につき1,500株の割合で株式分割を行っておりますが、第20期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。
注３．第23期（当連結会計年度）の状況につきましては、１.(1)「事業の経過および成果」に記載のとおりであ

ります。
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区 分
第20期

2022年４月１日から
2023年３月31日まで

第21期
2023年４月１日から
2024年３月31日まで

第22期
2024年４月１日から
2025年３月31日まで

第23期
（当連結会計年度）
2025年４月１日から
2026年３月31日まで

売 上 高 866,511 977,618 1,095,473 1,323,295
経 常 利 益 501,887 550,638 142,295 87,783
当 期 純 利 益 455,051 379,819 52,484 10,596
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 10円83銭 9円03銭 1円25銭 0円25銭
総 資 産 3,017,396 3,345,213 3,127,820 2,896,768
純 資 産 2,453,558 2,737,074 2,553,156 2,337,014

② 当社の財産及び損益の状況の推移
（単位：千円）

注１．１株当たり当期純利益は、期中平均株式数に基づき算出しております。
注２．当社は2022年６月23日付で普通株式１株につき1,500株の割合で株式分割を行っておりますが、第20期

の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

(4) 企業集団の主要な事業セグメント（2026年３月31日現在）
① ふわっち
② topia

本 店 福井県鯖江市横越町第10号34番地１
東京本社 東京都渋谷区桜丘町１番１号

(5) 企業集団の主要拠点等（2026年３月31日現在）

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

125名［９名］ 23名 33.7歳 5.7年

(6) 使用人の状況（2026年３月31日現在）
企業集団の使用人の状況

注．従業員数の［外書］は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。
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会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社A Inc. 10百万円 100％ 動画配信サービス「ふわっち」の開発・運営

株式会社B Inc. 1百万円 100％ 地方自治体向けオープンデータプラットフォームの運営、
IchigoJamのライセンス管理・運用

株式会社C Inc. 40百万円 100％ 飲食店予約代行サービス「ペコッター」の開発・運営

株式会社アンビリアル 100百万円 100％ バーチャル音楽ライブ配信サービス「topia」の開発・運営

(7) 重要な子会社の状況（2026年３月31日現在）

注．株式会社アンビリアルは、2025年４月１日付の株式取得により、連結子会社としております。

(8) 設備投資の状況
　当連結会計年度における当社グループの主な設備投資の総額は、88,663千円であり、その主
なものは、当連結会計年度に取得した福井本店増築に係る土地の購入及び建設費用であります。

(9) 資金調達の状況
　該当事項はありません。

借入先 借入残高
株式会社福井銀行 220,136千円

株式会社日本政策金融公庫 60,000千円

(10) 主要な借入先及び借入額の状況（2026年３月31日現在）

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項
（株式会社アンビリアルの株式取得による連結子会社化）

　当社は、2025年４月１日付で株式会社アンビリアルの全株式を取得し、連結子会社といたし
ました。

－ 21 －



(1) 発行可能株式総数 160,000,000株
(2) 発行済株式の総数 42,568,400株（自己株式1,360,200株を含む。）
(3) 株主数 7,165名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

福 野 泰 介 10,429,200株 25.30％

赤 浦 徹 5,412,000株 13.13％

岸 周 平 4,749,300株 11.52％

株 式 会 社 S B I 証 券 1,464,000株 3.55％

上 田 八 木 短 資 株 式 会 社 1,152,600株 2.79％

BNY GCM CLIENT ACCOUNT JPRD AC ISG（FE-AC） 759,823株 1.84％

木 下 圭 一 郎 667,700株 1.62％

j i g . j p 従 業 員 持 株 会 637,500株 1.54％

THE　BANK　OF　NEW YORK　MELLON　１４００４０ 561,800株 1.36％

THE　BANK　OF　NEW YORK　MELLON　１４００４２ 539,300株 1.30％

区 分 株 式 数 交 付 対 象 者 数

取 締 役
（ 社 　 外 　 取 　 締 　 役 　 を 　 除 　 く ） 91,000株 ２名

２. 株式会社の株式に関する事項（2026年３月31日現在）

(4) 大株主の状況

（注）当社は、自己株式1,360,200株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率
は自己株式を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況
　当社は、取締役（社外取締役を除く。）に対し、株主の皆様と株価変動のメリットとリスクを
共有し、株価上昇及び企業価値向上への貢献意欲を従来以上に高めることを目的として、2024
年６月25日開催の第21回定時株主総会の決議に基づき、当社普通株式を用いた譲渡制限付株式
報酬制度を導入しております。
　これを受け、2025年７月17日開催の取締役会において、譲渡制限付株式報酬として自己株式
の処分を行うことを決議し、自己株式539,800株を処分しております。
　なお、当事業年度中に当社取締役に交付した株式報酬の交付状況は、次のとおりです。
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(6) その他株式に関する重要な事項
　自己株式の取得

　会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される同法第156条の規定に基づく、
2025年８月13日開催の取締役会決議により、2025年８月14日から12月24日までの間、市
場取引により、1,000,000株の自己株式を総額261,863,700円で取得しました。

３. 会社の新株予約権等に関する事項
(1) 当事業年度の末日に当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権等の

状況
該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として当社使用人等に対して交付された新株予約権等の状況
該当事項はありません。

(3) その他新株予約権に関する重要な事項
該当事項はありません。
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地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況 等

代表取締役社長CEO 川　股　　　将
株式会社A Inc. 代表取締役社長
株式会社B Inc. 取締役
株式会社C Inc. 取締役
株式会社アンビリアル 代表取締役社長

取 締 役 C F O 田　中　雄一郎
株式会社A Inc. 取締役
株式会社B Inc. 取締役
株式会社C Inc. 取締役
株式会社アンビリアル 取締役

取 締 役 福　野　泰　介 株式会社B Inc. 取締役
公益財団法人 IchigoJam財団 代表理事

取 締 役 岸　　　周　平 株式会社A Inc. 取締役

取 締 役 赤　浦　　　徹

インキュベイトキャピタル株式会社 代表取締役
株式会社エスプール 取締役
Sansan株式会社 取締役（監査等委員）
株式会社ダブルスタンダード 取締役
株式会社ispace 取締役

取 締 役 菅　沼　　　匠

リンクパートナーズ法律事務所 代表パートナー
株式会社ベーシック 取締役（監査等委員）
株式会社ダブルエー 取締役（監査等委員）
株式会社Arent 監査役
株式会社エージェントグロー 取締役（監査等委員）

取 締 役 矢　島　里　佳 株式会社和える 代表取締役社長

常 勤 監 査 役 葛󠄁　西　倫　子

葛󠄁西倫子税理士事務所 所長
株式会社A Inc. 監査役
株式会社B Inc. 監査役
株式会社C Inc. 監査役
株式会社アンビリアル 監査役

監 査 役 豊　島　　　絵
エヌ・ビー・シー税理士法人 社員税理士
株式会社TMS 代表取締役
アルテック株式会社 監査役

監 査 役 上　杉　昌　隆

桜田通り総合法律事務所 共同経営者
株式会社セレス 取締役（監査等委員）
株式会社Aiming 監査役
株式会社フルキャストホールディングス 取締役（監査等委員）
デジタルアーツ株式会社 取締役（監査等委員）
株式会社コマースOneホールディングス 監査役

監 査 役 上　松　恵理子 ウエフル株式会社 代表取締役

４. 会社役員に関する事項
(1) 取締役および監査役の氏名等

（2026年３月31日現在）
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注１．取締役の赤浦徹氏、菅沼匠氏および矢島里佳氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま
す。

注２．監査役の葛󠄁西倫子氏、豊島絵氏、上杉昌隆氏および上松恵理子氏は、会社法第２条第16号に定める社外
監査役であります。

注３．当社は、取締役菅沼匠氏、矢島里佳氏、監査役葛󠄁西倫子氏、豊島絵氏、上杉昌隆氏および上松恵理子氏を
株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

注４．監査役の豊島　絵氏は、公認会計士であり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
注５．株式会社A Inc.、株式会社B Inc.、株式会社C Inc.および株式会社アンビリアルは、当社の完全子会社で

あります。
注６．公益財団法人 IchigoJam財団、インキュベイトキャピタル株式会社、株式会社エスプール、Sansan株式

会社、株式会社ダブルスタンダード、株式会社ispace、リンクパートナーズ法律事務所、株式会社ベーシ
ック、株式会社ダブルエー、株式会社Arent、株式会社エージェントグロー、株式会社和える、葛󠄁西倫子
税理士事務所、エヌ・ビー・シー税理士法人、株式会社TMS、アルテック株式会社、桜田通り総合法律事
務所、株式会社セレス、株式会社Aiming、株式会社フルキャストホールディングス、デジタルアーツ株
式会社、株式会社コマースOneホールディングスおよびウエフル株式会社と当社との間に重要な取引等の
特別な関係はありません。

(2) 当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等
① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2024年６月25日開催の取締役会において、取締役の報酬等に係る決定方針を決議
しており、その決議の内容は以下のとおりであります。
１．基本方針

　当社の取締役の報酬は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能する
報酬体系とし、個々の取締役の報酬の決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とする
ことを基本方針とする。

２．基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬等の額の決定に関する方針（報酬等を与える時期
または条件の決定に関する方針を含む。）

　当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、役位、職責等に応じて当社の業績、
従業員給与の水準等をも考慮しながら、当社が定める取締役報酬のレンジを参考に総合的
に勘案して決定する。

３．業績連動報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与え
る時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　業績連動報酬等については支給しない。
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４．非金銭報酬等の内容および額または数の算定方法の決定に関する方針（報酬等を与える
時期または条件の決定に関する方針を含む。）

　非金銭報酬等については、取締役（社外取締役を除く）に対して中長期的な企業価値向
上に向けたインセンティブ付与を目的として、毎年一定の時期に、株主総会において基本
報酬と別枠で承認を得た報酬上限額の範囲内において、譲渡制限付株式等を交付する。個
別の取締役に交付する譲渡制限付株式等の付与数は、個別の取締役の役位、職責、株価お
よびその他業績等も総合的に考慮して決定する。

５．金銭報酬の額、業績連動報酬等の額または非金銭報酬等の額における取締役個人別の報
酬等の額に対する割合の決定に関する方針

　取締役（社外取締役を除く）の報酬は、上記の２〜４の各方針に基づき決定されたもの
を支給する方針とし、業績連動報酬等は支給せず、金銭報酬および非金銭報酬等のみを支
給する方針である。

６．取締役に対し報酬等を与える時期又は条件の決定に関する方針
　固定報酬の決定については、年度業績の確定後に第７項に定める取締役報酬決定会議に
て討議され、取締役会にて決議する方針であり、決議された内容に基づき固定報酬は各月
に支払うこととする。譲渡制限付株式報酬の各取締役への具体的な支給時期等について
は、取締役会において決定する方針である。

７．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
　個人別の報酬額については、取締役会決議にもとづき、取締役福野泰介、取締役岸
周平、社外取締役赤浦徹の３名がその具体的内容について委任をうけるものとし、その権
限の内容は、株主総会で決議された年間報酬総額の限度額内において、職務、職責、職
位、成果、業績、貢献度等を総合的に勘案して、各取締役の具体的な報酬額を決定するこ
とである。また、当該権限が適切に行使されるよう、独立社外取締役１名以上が協議に加
わり妥当性を確認する。なお、各取締役の具体的な報酬額を決定する会議を「取締役報酬
決定会議」と呼称する。
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② 取締役および監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　2022年６月22日開催の第19回定時株主総会において、取締役の報酬限度額は年額300百
万円以内（うち社外取締役の報酬限度額は年額30百万円以内）、監査役の報酬限度額は年額
30百万円以内と決議されております。当該株主総会決議時点での取締役の員数は８名（うち
社外取締役の員数は３名）、監査役の員数は３名であります。また、上記の取締役の報酬等の
額とは別枠として、2024年６月25日開催の第21回定時株主総会において、取締役（社外取
締役を除く）に対する譲渡制限付株式に関する報酬等として支給する金銭報酬債権の総額を年
額200百万円以内と決議されております。当該株主総会決議時点での取締役の員数は７名（う
ち社外取締役の員数は３名）であります。

③ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に係る委任に関する事項
　取締役の報酬等は、上記株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、取締役会から委任さ
れた取締役福野泰介、取締役岸周平、社外取締役赤浦徹の３名が、職務、職責、職位、成果、
業績、貢献度等を総合的に勘案し、取締役の個別の報酬額を決定しております。委任した理由
は、当社全体の業績を俯瞰して各取締役の役割や貢献度に応じて評価を行うには、創業時から
の株主である当該３名の取締役が適していると判断したためであります。なお、委任された内
容の決定に当たって、取締役の個別の報酬額を決定する会議には、当該権限の適切な行使を担
保するための措置として独立社外取締役である菅沼　匠が協議に加わり妥当性を確認すること
を取締役会で決定しており、報酬額の決定に関する手続きの公正性・透明性・客観性を確保す
るとともに、当該３名の取締役はその協議の結果を踏まえて決定を行っていることから、取締
役会としては、個別の報酬等の内容は上記決定方針に沿うものであると判断しております。
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役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動報酬等 非金銭報酬等

取 　 締 　 役
（う ち 社 外 取 締 役）

91,811
（13,200）

67,696
（13,200） ― 24,115 7名

（3名）

監 　 査 　 役
（う ち 社 外 監 査 役）

16,800
（16,800）

16,800
（16,800） ― ― 4名

（4名）

合 　 　 計
（ う  ち  社  外 ）

108,611
（30,000）

84,496
（30,000） ― 24,115 11名

（7名）

④ 取締役および監査役の報酬等の総額等

⑤ 業績連動報酬等に関する事項
　該当事項はありません。

⑥ 非金銭報酬等の内容に関する事項
　取締役が株主の皆様と株価変動のメリットとリスクを共有し、株価上昇および企業価値向上
への貢献意欲を従来以上に高めることを目的として、2024年６月25日開催の第21回定時株
主総会の決議に基づき、株式報酬制度を導入しており、毎年１回、取締役会決議を経て、対象
者に対し普通株式を用いた譲渡制限付株式の割当てを行います。当該株式報酬の内容は、普通
株式を用いた譲渡制限付株式の交付とし、譲渡制限付株式の譲渡制限期間は譲渡制限付株式の
交付日から最初に到来する当社の定時株主総会の開催日まで継続して、当社の取締役会が予め
定めるいずれの地位からも退任又は退職する日までを原則としております。また、譲渡制限付
株式に関する報酬等として支給する金銭報酬は年額200百万円以内、各事業年度において対象
取締役に対して割り当てる譲渡制限付株式の総数は200,000株を上限としております。な
お、その交付状況は、２.(5)「当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式
の状況」に記載のとおりであります。
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区分 氏名 主な活動状況

取 締 役 赤 　 浦 　 　 　 徹
当事業年度開催の取締役会の全てに出席しております。当社
の業務執行者から独立した立場で議案の審議に必要な発言を行
っております。

取 締 役 菅 　 沼 　 　 　 匠
当事業年度開催の取締役会の全てに出席し、主に弁護士・公認
会計士としての専門的見地から豊富な経験に基づく適切な発言
を行っております。

取 締 役 矢 　 島 　 里 　 佳
当事業年度開催の取締役会17回のうち16回に出席しておりま
す。主に企業経営者としての専門的見地から適切な発言を行っ
ております。

監 査 役 葛󠄁 　 西 　 倫 　 子
当事業年度開催の取締役会および監査役会の全てに出席し、主
に税理士及び社会保険労務士としての専門的見地から豊富な経
験に基づく適切な発言を行っております。

監 査 役 豊 　 島 　 　 　 絵
当事業年度開催の取締役会および監査役会の全てに出席し、主
に公認会計士としての専門的見地から豊富な経験に基づく適切
な発言を行っております。

監 査 役 上 　 杉 　 昌 　 隆
当事業年度開催の取締役会および監査役会の全てに出席し、主
に弁護士としての専門的見地から豊富な経験に基づく適切な発
言を行っております。

監 査 役 上 　 松 　 恵 理 子
当事業年度開催の取締役会および監査役会の全てに出席し、主
に教育家としての専門的見地から適切な発言を行っておりま
す。

(3) 社外役員に関する事項
① 社外役員の重要な兼職先と当社の関係

４.(1)「取締役および監査役の氏名等」の注５および６に記載のとおりであります。
② 当事業年度における主な活動状況

注．上記当事業年度開催の取締役会のほか、会社法第370条および当社定款の規定に基づき、取締役会決議があ
ったものとみなす書面決議を４回行っております。
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(4) 責任限定契約の内容の概要
　当社は、2015年６月24日開催の第12回定時株主総会において定款を変更し、取締役（業務
執行取締役等を除く）および監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。当該定款に
基づき当社が取締役福野泰介氏、取締役岸周平氏、取締役赤浦徹氏、取締役菅沼匠氏、取締役矢
島里佳氏、監査役葛󠄁西倫子氏、監査役豊島絵氏、監査役上杉昌隆氏および監査役上松恵理子氏と
締結した責任限定契約に基づく損害賠償責任の限度額は、金１百万円又は法令が定める額のいず
れか高い額としております。

(5) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締
結しています。当該保険契約の被保険者の範囲は、当社及び当社子会社の役員、執行役員、管理
職従業員であり、当該保険契約に係る保険料は当社が全額負担しており、被保険者の実質的な保
険料負担はありません。当該保険契約では、被保険者がその職務の執行に関し責任を負うこと又
は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害を当該保険契約により
填補することとされています。ただし、被保険者が法令に違反することを認識して行った行為に
起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由があります。
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区　　分 報 酬 等 の 額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 20,475千円

当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 20,475千円

５. 会計監査人に関する事項
(1) 会計監査人の名称
　太陽有限責任監査法人

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

注１．会計監査人の報酬等について監査役会が同意した理由
監査役会は、取締役および会計監査人から必要な資料を入手し、過去の監査実績、当事業年度における会
計監査人の活動計画および報酬見積りの内容などを検討した結果、会計監査人の報酬等の額について、会
社法第399条第１項の同意をしております。

注２．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査
報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できませんので、公認会計士法第２条第１項の業務に係る報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(3) 非監査業務の内容
　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合
に、会計監査人の解任または不再任に関する株主総会の議案の内容を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら
れる場合には、監査役全員の同意により、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が
選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任
の理由を報告いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務
の適正を確保するための体制として、2017年６月７日開催の取締役会において決議（2019年４
月１日改定）した基本方針は次のとおりです。

内部統制システムに関する基本方針

　当社の内部統制システムに関する基本方針を次のとおりとする。当社は、この基本方針に基づく
内部統制システムの整備・運用状況を絶えず評価し、必要な改善措置を講じるほか、この基本方針
についても、経営環境の変化等に対応して不断の見直しを行い、一層実効性のある内部統制システ
ムの整備・運用に努める。

(1) 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
　当社は、取締役および使用人を含めた行動規範として「行動基準」を定め、その周知徹底を図
るとともに、取締役および使用人は、自らが主体的に法令、定款、社会的規範等を遵守し業務の
遂行に当たります。
　取締役は、これらを率先垂範し、その遵守の重要性につき繰り返し対話を行い、その周知徹底
をはかるとともに、重大な法令違反その他法令および社内規程の違反に関する重要な事実を発見
した場合には、直ちに常勤監査役に報告するとともに、遅滞なく取締役会および監査役会におい
て報告する。
　内部監査担当者は、コンプライアンスの実施状況を内部監査し、各部門における法令、定款お
よび社内規程の遵守状況の監査、問題点の指摘および改善策の提案等を行う。

(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
　当社は、「取締役会規程」「経営会議規程」「職務決裁基準規程」等に基づき、取締役の業務
執行に係る事項を、取締役会または稟議手続をもって、その重要性の度合に応じて決議または決
裁し、記録を残す。また、必要に応じて保存および管理状況の検証、規程等の見直しを行う。
　情報セキュリティについては、「情報セキュリティ管理規程」および「秘密情報管理規程」に
基づき、情報セキュリティに関する責任体制を明確化し、情報セキュリティの維持・向上のため
の施策を継続的に実施する。企業秘密については、「内部者取引管理規程」に基づき、秘密性の
程度に応じて定める管理基準に従い適切に管理する。個人情報については、法令および「個人情
報管理規程」に基づき、厳重に管理する。
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(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、「リスク管理規程」に基づき、当社として一貫した方針の下に、効果的かつ総合的に
リスク管理を実施する。
　事業活動に伴う各種のリスクについては、事業部門が、その担当事業に関するリスクの把握に
努め、優先的に対応すべきリスクを選定したうえで、具体的な対応方針および対策を決定し、適
切にリスク管理を実施する。
　経営上の重大なリスクへの対応方針その他リスク管理の観点から重要な事項については、経営
会議において十分な審議を行うほか、特に重要なものについては取締役会および監査役会におい
て報告する。
　事業の重大な障害・瑕疵、重大な情報漏洩、重大な信用失墜、災害等の危機に対しては、しか
るべき予防措置をとる。また、緊急時の対策等を基本的指針に定め、危機発生時には、これに基
づき対応する。
　内部監査担当者は、リスク管理体制およびリスク管理の実施状況について監査を行い、監査を
受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、すみやかにその対策を講ずる。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行なわれることを確保するための体制
　当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、取締役会規程により定めている事項およびその付
議基準に該当する事項は、すべて取締役会に付議することを遵守して、重要事項の決定を行う。
また、取締役会で定期的に各取締役から職務執行状況の報告を受け、職務執行の妥当性および効
率性の監督等を行う。日常の職務執行については、職務権限および職務分掌等の規程に基づき権
限の委譲を行い、権限と責任を明確化して迅速な職務の執行を確保するとともに、必要に応じて
規程の見直しを行い、取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行なわれる体制の構築、維持、向
上を図る。

(5) 当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社は、職務分掌および行動基準に基づいて、公正かつ効率的に経営を行う体制を確保する。
各部門は、自らの業務の遂行にあたり、職務分離による牽制、日常的モニタリング等を実施し、
業務の適正性の確保に努める。
　子会社については、「関係会社管理規程」に従い、子会社の取締役等の職務の執行に係る重要
事項について承認を行うとともに、業績状況等について定期的に報告を受け、業務の適正化を図
る。
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　子会社は取締役会設置会社とし、子会社各社に取締役および監査役を派遣し、グループ全体の
リスクの抑止を図る。また、内部監査による業務監査により、子会社の業務全般にわたる監視体
制を確保する。

(6) 財務報告の信頼性を確保するための体制
　当社は、適正な会計処理を確保し、金融商品取引法が求める財務報告の信頼性を確保するた
め、内部統制の基本方針および経理業務に関する規程を定めるとともに、適正かつ有効な内部統
制システムの整備・運用を行う。
　内部監査担当者は、金融商品取引法その他適用のある国内外の法令に基づき、財務報告に係る
内部統制について監査を行い、監査を受けた部署は、是正、改善の必要があるときには、その対
策を講ずる。

(7) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体
制およびその使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協議の
上、監査役を補助すべき使用人を任命するものとする。
　監査役が指定する補助すべき期間中は、指名された使用人への指揮・監督および人事考課等に
関する権限は監査役に移譲されるものとし、取締役の指揮命令は受けないものとして、その独立
性を確保する。

(8) 監査役を補助すべき使用人に対する指示の実効性に関する事項
　当社は、監査役を補助すべき使用人に対する指示の実効性を確保するため、必要な知識・能力
を備えた補助使用人を確保する。補助使用人は、内部監査担当者をはじめ執行部門の調査権限を
有するとともに必要な会議に出席できるものとする。

(9) 当社および子会社の取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への
報告に関する体制並びに報告をしたことを理由として不利益な取扱いを受けない体制を確保す
るための体制

　取締役および使用人は、監査役の求めに応じて、随時その職務の執行状況その他に関する報告
を行う。各部門長および内部監査担当者は、その職務の内容に応じ、定期的に常勤監査役に対す
る報告を行う。重要な決裁書類は、常勤監査役の閲覧に供する。
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　取締役および使用人は、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事象および不祥事や法令・定
款違反行為等の重大な不正行為を認知した場合のほか、取締役会および経営会議の付議事項・決
議事項・報告事項、重要な会計方針およびその変更、内部監査の結果、その他必要な重要事項
を、遅滞なく監査役に報告するものとする。
　使用人からの監査役への通報については、法令等に従い通報内容を秘密として保持するととも
に、当該通報者に対する不利益な取扱いを禁止する。

(10) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会等重要会議に
出席するとともに、稟議書類等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役および使用人に説明
を求めることができる。
　監査役は代表取締役との定期的な意見交換を行うほか、独立性と権限により、監査の実効性を
確保するとともに、管理本部および会計監査人と緊密な連携を保ちながら自らの監査成果の達成
を図る。
　監査役は、職務の執行上必要と認める費用について、あらかじめ予算を計上する。監査役が必
要な費用の請求をしたときは、その費用は会社が負担するものとし、速やかに当該費用または債
務を処理する。緊急又は臨時の費用については、職務の執行上必要でないと認められた場合を除
き、前払い又は事後当社に償還を請求できるものとする。

(11) 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
　当社では、社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対して、一切関係を
持たず、経済的な利益を供与せず、また違法・不当な要求に毅然として応じないことを基本姿勢
とする。これを実現するために、社内において周知徹底を図るとともに、所轄警察署、公益社団
法人警視庁管内特殊暴力防止対策連合会および弁護士等の外部専門機関との連携を図るものとす
る。
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７. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
　当社における主な「業務の適正を確保するための体制の運用状況」の概要は、次のとおりです。

(1) 当社は、取締役会を17回開催し、取締役の職務執行の適法性を確保し、取締役の職務執行
の適法性を高めるため、社外取締役が概ね出席いたしました。

(2) 取締役および使用人へのコンプライアンスの理解と意識の向上を図るため、コンプライアン
ス研修を実施いたしました。

(3) 監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監査を行うとともに、当社の代表取締
役と適宜意見の交換を実施しております。

(4) 内部監査担当者は、内部監査計画に基づき、子会社を含めた全部門における法令、定款およ
び社内規程の遵守状況等の監査を実施いたしました。

(5) 取締役は、当社における重大な法令違反その他法令および社内規程の違反に関する重要な事
実を発見した場合には、直ちに常勤監査役に報告するとともに、遅滞なく取締役会および監
査役会において報告することとしておりますが、当事業年度における当該報告はなかったこ
とを確認しております。

(6) 当社は、取引先との契約書に反社会的勢力排除に関する条項を盛り込むとともに、新規取引
先に対して反社会的勢力への該当の有無を調査する等、反社会的勢力の排除に努めておりま
す。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 　 産 　 　 の 　 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 渡 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

の れ ん

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

敷 金 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他　

6,302,473

4,849,729

1,100,641

253,580

98,521

1,204,374

622,370

449,536

56,732

76,853

39,247

55,251

6,363

26,584

22,303

526,752

60,884

189,319

275,470

1,078　

（ 負 　 　 債 　 　 の 　 　 部 ）

流 動 負 債 2,239,037

買 掛 金 359

一年内返済予定の長期借入金 67,104

未 払 金 1,251,627

未 払 法 人 税 等 298,211

未 払 消 費 税 等 116,683

ポ イ ン ト 引 当 金 379,265

そ の 他 125,785

固 定 負 債 243,032

長 期 借 入 金 213,032

預 り 保 証 金 30,000

負 債 合 計 2,482,069

（純　 資　 産　 の　 部）

株 主 資 本 5,024,778

資 本 金 961,631

資 本 剰 余 金 969,436

利 益 剰 余 金 3,458,851

自 己 株 式 △365,141

純 資 産 合 計 5,024,778

資 産 合 計 7,506,847 負 債 ・ 純 資 産 合 計 7,506,847

連 結 貸 借 対 照 表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 14,631,505
売 上 原 価 955,972
売 上 総 利 益 13,675,532
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 11,698,687
営 業 利 益 1,976,845
営 業 外 収 益

受 取 利 息 9,023
講 演 料 1,052
ポ イ ン ト 還 元 収 入 2,251
業 務 受 託 料 728
そ の 他 47 13,102

営 業 外 費 用
支 払 利 息 2,073
固 定 資 産 除 却 損 15,943
支 払 手 数 料 826
株 式 報 酬 費 用 142,858
為 替 差 損 1,328
消 費 税 差 額 等 1,907
そ の 他 3,068 168,006

経 常 利 益 1,821,942
特 別 利 益

負 の の れ ん 発 生 益 160 160
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,822,102
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 606,249
法 人 税 等 調 整 額 60,095 666,344
当 期 純 利 益 1,155,758
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,155,758

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 961,631 980,984 2,411,014 △257,872 4,095,757

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △107,921 △107,921

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,155,758 1,155,758

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 － △11,547 154,594 143,047

自 己 株 式 の 取 得 △261,863 △261,863

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

連結会計年度中の変動額合計 － △11,547 1,047,836 △107,268 929,020

当 期 末 残 高 961,631 969,436 3,458,851 △365,141 5,024,778

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 － 4,095,757

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △107,921

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,155,758

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 143,047

自 己 株 式 の 取 得 △261,863

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） － －

連結会計年度中の変動額合計 － 929,020

当 期 末 残 高 － 5,024,778

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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建物 15年〜38年
建物附属設備  ６年〜15年
工具、器具及び備品  ３年〜15年

連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 ４社
連結子会社の名称 株式会社A Inc.

株式会社B Inc.
株式会社C Inc.
株式会社アンビリアル

２. 連結の範囲の変更に関する事項
　当連結会計年度において、株式会社アンビリアルの全株式を取得したことに伴い、連結の範囲に含めており
ます。

３. 会計方針に係る事項
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①  その他有価証券
　　投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券と

みなされるもの）
　　組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取

り込む方法によっております。
(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産……………定率法を採用しております。但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属
設備については、定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産……………定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。
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（単位：千円）
報告セグメント

一般消費者向け
関連事業

自治体向け・企業向け
関連事業 計

一時点で移転される財又はサービス 14,531,911 654 14,532,565
一定の期間にわたり移転される財
又はサービス 80,974 17,964 98,939

顧客との契約から生じる収益 14,612,886 18,618 14,631,505

外部顧客への売上高 14,612,886 18,618 14,631,505

(3) 引当金の計上基準
貸倒引当金…………………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不
能見込額を計上しております。

ポイント引当金……………ユーザーに対して付与したポイントの利用によるギフト券等の交換費用に備え
るため、当連結会計年度末において将来利用されると見込まれる額を計上して
おります。

(4) 収益及び費用の計上基準
　jigブラウザ及びオープンデータプラットフォームに係る収益は主に顧客との契約に基づいてサービスを提
供する履行義務を負っております。当該サービス契約は一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であ
り、履行義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。
　ふわっち、VTuber事業、topia及びIchigoJamに係る収益は顧客との販売契約に基づいてサービスを引
き渡す履行義務を負っております。当該履行義務はサービスを引き渡す一時点において顧客が当該サービス
に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しております。

４. 収益認識に関する注記
(1) 収益の分解

(2) 収益を理解するための基礎となる情報
　「連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」の「収益及び費用の計上基準」に記
載のとおりであります。

５. 会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。
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建物 368,016千円
土地 36,849千円

長期借入金（１年以内返済予定を含む） 220,136千円

６. 表示方法の変更に関する注記
（前渡金の表示方法の変更）

　「前渡金」の表示方法は、従来、連結貸借対照表上、流動資産の「その他」（前連結会計年度末51,368
千円）に含めて表示しておりましたが、重要性が増したため、当連結会計年度より「前渡金」（当連結会計
年度末253,580千円）として表示しております。

７. 会計上の見積りに関する注記
　該当事項はありません。

８. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(2) 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　  105,362千円
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普通株式 42,568,400株

普通株式 1,360,200株

決議 株式の
種類

配当金の
総額（円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 107,921,156 2.59 2025年

３月31日
2025年

６月26日 利益剰余金

決議 株式の
種類

配当金の
総額（円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月23日
定 時 株 主 総 会

普通
株式 120,740,026 2.93 2026年

３月31日
2026年

６月24日 利益剰余金

９. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

(2) 当連結会計年度末における自己株式の種類及び総数

(3) 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの
　　2026年６月23日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり付議い

たします。

(4) 当連結会計年度の末日の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く）の目的となる株
式の種類及び数

　該当事項はありません。
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

敷金保証金（※１） 189,319 159,422 △29,896

長期借入金（※２） 280,136 268,394 △11,741

10. 金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、必要な資金は自己資金で賄っております。一時的な余資につきましては普通預金で保有
しております。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、債権管理規程に従い、主要な取引先の状況を定期的にモニタリング
し、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減
を図っております。
　借入金の使途は運転資金及び設備投資資金であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、前渡金、未払金、未払法人税等、未払消費税等及
び預り金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：千円）

※１. 一年内回収予定の敷金保証金を含めております。
※２. 一年内返済予定の長期借入金を含めております。
※３. 連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合その他これに準ずる事業体への出資については含め

ておりません。当該出資の連結貸借対照表計上額は60,884千円であります。

注．時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
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(1) １株当たり純資産額 121円94銭
(2) １株当たり当期純利益 27円78銭

親会社株主に帰属する当期純利益 1,155,758千円
普通株主に帰属しない金額 －円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,155,758千円
普通株式の期中平均株式数 41,606,028株

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

敷金保証金
　これらの時価は、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等の利率を基に、割引現在価値法により
算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金
　これらの時価は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定す
る方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

11. １株当たり情報に関する注記

１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりであります。
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12. 重要な後発事象に関する注記
（取得による企業結合）
　当社は、2026年４月20日開催の取締役会において、株式会社バチェラーデート（以下「バチェラーデート
社」といいます。）の全株式を取得し、子会社化することについて決議いたしました。

株式取得の概要
(１)被取得企業の名称及び事業の内容及び規模
　被取得企業の名称：株式会社バチェラーデート
　事業内容：マッチングアプリ「バチェラーデート」の開発・運営
　資本金：５百万円

(２)株式取得の目的
　バチェラーデート社は、2021年に設立され、審査制マッチングサービス「バチェラーデート」を運営して
まいりました。同社は、デート相手の提案・調整を行い、従来の「いいね」「メッセージ」等のプロセスを原
則不要とする“デートから始まる”マッチング体験を提供することで着実にユーザー数を拡大させております。
　バチェラーデート社の更なる事業拡大に必要なマーケティングやサービス運営に関する知見やノウハウ、及
びエンジニアリソースについて、当社が長年培ってきたものを投下することで、同社の成長を加速させること
ができると考えております。
　また、本株式取得を通じて新たな収益基盤を獲得することは、当社グループの中長期的な企業価値向上に資
すると判断し、本株式取得を決定いたしました。

(３)株式取得の相手先の名称
　望月 佑紀

(４)株式取得の時期
　2026年４月30日

(５)取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率
　取得する株式の数：50,000株
　取得価額：本件株式及びアドバイザリー費用等 3,483百万円
　取得後の持分比率：100％
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（１）借入先 株式会社みずほ銀行 株式会社三菱UFJ銀行 株式会社三井住友銀行
（２）借入金額 17億4,000万円 8億7,000万円 8億7,000万円
（３）借入実行日 2026年５月１日 2026年４月30日 2026年４月30日
（４）借入期間 ７年 ７年 ７年

（５）借入利率 基準金利＋スプレッド
(変動金利)

基準金利＋スプレッド
(変動金利)

基準金利＋スプレッド
(変動金利)

（６）返済方法 元金均等返済 元金均等返済 元金均等返済
（７）担保の内容 無担保 無担保 無担保

（多額な資金の借入）
　当社は、株式会社バチェラーデートの株式取得資金として、2026年４月24日開催の取締役会において、以
下のとおり株式取得のための借入の実行を決議しております。

資金調達の概要
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科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 　 　 産 　 　 の 　 　 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

立 替 金

前 渡 金

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 、 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

敷 金 保 証 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

1,564,219

796,265

304,234

162,087

208,138

93,494

1,332,548

615,903

444,726

55,076

76,853

39,247

8,446

6,363

2,083

708,198

60,884

442,253

65,414

205,354

96,833

1,052

△163,594　

（ 負 　 　 債 　 　 の 　 　 部 ）

流 動 負 債 406,722

ポ イ ン ト 引 当 金 22

一年内返済予定の長期借入金 67,104

未 払 金 176,234

未 払 費 用 106,772

未 払 法 人 税 等 11,317

未 払 消 費 税 等 26,881

そ の 他 18,389

固 定 負 債 153,032

長 期 借 入 金 153,032

負 債 合 計 559,754

（純　 資　 産　 の　 部）

株 主 資 本 2,337,014

資 本 金 961,631

資 本 剰 余 金 969,436

資 本 準 備 金 929,381

そ の 他 資 本 剰 余 金 40,055

利 益 剰 余 金 771,087

そ の 他 利 益 剰 余 金 771,087

繰 越 利 益 剰 余 金 771,087

自 己 株 式 △365,141

純 資 産 合 計 2,337,014

資 産 合 計 2,896,768 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,896,768

貸　借　対　照　表
（2026年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで)

科 目 金 額
売 上 高 1,323,295
売 上 原 価 175,528
売 上 総 利 益 1,147,767
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 869,878
営 業 利 益 277,888
営 業 外 収 益

受 取 利 息 3,461
受 取 家 賃 26,280
そ の 他 678 30,419

営 業 外 費 用
支 払 利 息 1,773
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 73,853
支 払 手 数 料 826
株 式 報 酬 費 用 142,858
そ の 他 1,213 220,525

経 常 利 益 87,783
特 別 利 益

負 の の れ ん 発 生 益 160 160
税 引 前 当 期 純 利 益 87,943
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 33,182
法 人 税 等 調 整 額 44,164 77,347
当 期 純 利 益 10,596

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(2025年４月 1 日から
2026年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資 本 剰 余 金 合 計
その他利益剰余金

繰 越 利 益 剰 余 金

当 期 首 残 高 961,631 929,381 51,603 980,984 868,412

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △107,921

当 期 純 利 益 10,596

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 － － △11,547 △11,547

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

事業年度中の変動額合計 － － △11,547 △11,547 △97,325

当 期 末 残 高 961,631 929,381 40,055 969,436 771,087

株 主 資 本

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計利 益 剰 余 金
自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

当 期 首 残 高 868,412 △257,872 2,553,156 － 2,553,156

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △107,921 △107,921 △107,921

当 期 純 利 益 10,596 10,596 10,596

譲 渡 制 限 付 株 式 報 酬 154,594 143,047 143,047

自 己 株 式 の 取 得 △261,863 △261,863 △261,863

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） － －

事業年度中の変動額合計 △97,325 △107,268 △216,141 － △216,141

当 期 末 残 高 771,087 △365,141 2,337,014 － 2,337,014

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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建物 15年〜38年
建物附属設備  ６年〜15年
工具、器具及び備品  3年〜15年

個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法
有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式………………移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券…………投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資（金融商品取引法第２条

第２項により有価証券とみなされるもの）については、組合契約に規定される
決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で
取り込む方法によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産……………定率法を採用しております。但し、2016年４月１日以降に取得した建物附属

設備については、定額法を採用しています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産……………定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しています。

(3) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金………………売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能
性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② ポイント引当金…………ユーザーに対して付与したポイントの利用によるギフト券等の交換費用に備え
るため、当事業年度末において将来利用されると見込まれる額を計上しており
ます。

(4) 収益及び費用の計上基準
　jigブラウザ、経営指導料及び管理業務受託に係る収益は、顧客との契約に基づいてサービスを提供する履
行義務を負っております。当該サービス契約は、一定の期間にわたり履行義務を充足する取引であり、履行
義務の充足の進捗度に応じて収益を認識しております。
　VTuber事業に係る収益は顧客との販売契約に基づいてサービスを引き渡す履行義務を負っております。
当該履行義務はサービスを引き渡す一時点において顧客が当該サービスに対する支配を獲得して充足される
と判断し、引渡時点で収益を認識しております。
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　当社は子会社とのライセンス契約によって、当社の保有する知的財産を使用する権利を子会社に提供して
おります。当該ライセンスの供与により、当社の子会社が権利を有している知的財産に著しく影響を与える
活動を当社が行うことは契約により定められておらず、また当社の子会社により合理的に期待されてもいな
いと想定されます。さらに、当社の活動は当社の子会社が権利を有している知的財産に直接的に影響を与え
ないと考えられます。そのため、知的財産を使用する権利（使用権）として、子会社がライセンスを使用し
てライセンスから便益を享受できるようになった時点で収益（ライセンス収入）を認識しております。

２. 会計方針の変更に関する注記
　該当事項はありません。

３. 表示方法の変更に関する注記
（前渡金の表示方法の変更）
　「前渡金」の表示方法は、従来、貸借対照表上、流動資産の「その他」（前事業年度28千円）に含めて表
示しておりましたが、重要性が増したため、当事業年度より「前渡金」（当事業年度208,138千円）として表
示しております。

４. 会計上の見積りに関する注記
(1) 計算書類に計上した金額

　会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目であって、翌事業年度に係る計
算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、次のとおりです。

関係会社株式 442,253千円
(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

（関係会社株式）
　関係会社株式の評価は、原価法を採用しております。実質価額が著しく低下した場合の関係会社株式に
対する評価については、事業計画をもとに実質価額の回復可能性を検討しておりますが、将来の予測不能
な事業環境の著しい悪化等により見積りに用いた仮定が変化し、当該関係会社の経営成績及び財政状態が
さらに悪化した場合、翌事業年度の計算書類において、関係会社株式の金額に重要な影響を与える可能性
があります。

５. 収益認識に関する注記
（収益を理解するための基礎となる情報）
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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建物 368,016千円
土地 36,849千円

長期借入金（１年以内返済予定を含む） 220,136千円

短期金銭債権 460,871千円
短期金銭債務 2,758千円

　売上高 1,145,395千円
営業取引以外の取引による取引高 27,281千円

普通株式 1,360,200株

６. 貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

② 担保に係る債務

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 95,590千円
(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

７. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高

８. 株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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減価償却超過額 2,491千円
未払賞与 6,880千円
税務上の繰延資産 5,410千円
未払法定福利費 1,099千円
貸倒引当金 51,303千円
未払事業税 2,663千円
フリーレント家賃 12,009千円
株式報酬費用 65,655千円
商品評価引当金 2,505千円
その他 7,571千円

繰延税金資産小計 157,591千円
評価性引当額 △58,679千円
繰延税金資産合計 98,911千円

差額負債調整勘定 △2,078千円
繰延税金負債合計 △2,078千円
繰延税金資産純額 96,833千円

９. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債
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種類 会社等の
名称

議決権等の
所有

（被所有）
割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社 株式会社
A Inc.

所有
直接

100％

資金の援助
事務所の賃貸
役員の兼任
ライセンス契約
業務の受託
経営指導
事務所報酬

家賃の受取
（注１） 25,680 未収入金 7,062

ライセンス料の
受取（注２） 981,653 売掛金 249,845

管理業務委託費の
受取（注３） 63,120 売掛金 17,358

経営指導料の
受取（注４） 47,640 売掛金 13,101

事務所報酬の
受取（注５） 3,073 売掛金 －

子会社債務の
支払代行等（注６） 503,793 立替金 125,372

子会社 株式会社
B Inc.

所有
直接

100％
資金の援助 資金の貸付

（注７） 64,000 長期貸付金 150,354

子会社 株式会社
C Inc.

所有
直接

100％
資金の援助 資金の貸付

（注８） 25,000 長期貸付金 35,000

10. 関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

（単位：千円）

取引条件および取引条件の決定方針等
（注１）家賃は、市場の実勢価格を勘案して決定しております。
（注２）ライセンス料は、当社が保有する著作物の利用に対する対価であります。

取引価格については、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。
（注３）管理業務受託の金額は、管理に係わる業務内容に基づき交渉の上決定しております。
（注４）経営指導料は、会社全般に係わる業務内容に基づき交渉の上決定しております。
（注５）事務所報酬の金額は、市場の実勢価格を勘案して価格を決定しております。
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(1) １株当たり純資産額 56円71銭
(2) １株当たり当期純利益 ０円25銭

（注６）子会社債務の支払代行については、経費等の支払代行を行ったものであります。
（注７）株式会社B Inc.への関係会社長期貸付金150,354千円については、128,594千円の貸倒引当金を計上し

ております。
（注８）株式会社C Inc.への関係会社長期貸付金35,000千円については、35,000千円の貸倒引当金を計上して

おります。

11. １株当たり情報に関する注記

12. 重要な後発事象に関する注記
（取得による企業結合）
　連結注記表の「重要な後発事象に関する注記（取得による企業結合）」に同一の内容を記載しているため、
注記を省略しております。

（多額な資金の借入）
　連結注記表の「重要な後発事象に関する注記（多額な資金の借入）」に同一の内容を記載しているため、注
記を省略しております。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士島　津　慎一郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士尾　形　隆　紀

独立監査人の監査報告書
2026年５月20日

株式会社jig.jp
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社jig.jpの2025年４月１日から2026年３月31
日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算
書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、株式会社jig.jp及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人
は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含
む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記（取得による企業結合）に記載されているとおり、会社は、2026年4月20日開催
の取締役会において、株式会社バチェラーデートの全株式を取得し、子会社化することについて決議している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はそ
の他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他
の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討する
こと、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であ
るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結
計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査
手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分か
つ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理
性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書
類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、
連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入
手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証
拠を入手するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督
及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。
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指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士島　津　慎一郎
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士尾　形　隆　紀

独立監査人の監査報告書
2026年５月20日

株式会社jig.jp
取締役会　御中

太陽有限責任監査法人
東京事務所

　監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社jig.jpの2025年４月１日から2026年３
月31日までの第23期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認
める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、
我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）
に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人
は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
　重要な後発事象に関する注記（取得による企業結合）に記載されているとおり、会社は、2026年4月20日開催
の取締役会において、株式会社バチェラーデートの全株式を取得し、子会社化することについて決議している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示
することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ
る取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその
他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の
記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討するこ
と、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことに
ある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実
を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し
適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表
示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切である
かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事
項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意
見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計
算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専
門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討す
る。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる
かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書
類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで
に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能
性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎
となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内
部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報
告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策
を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその
内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
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監　査　報　告　書
　当監査役会は、2025年4月1日から2026年3月31日までの第23期事業年度における取締役の
職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果に

ついて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の
環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。

① 　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主
要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社について
は、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会
社から事業の報告を受けました。

② 　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保す
るために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制シ
ステム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に
報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③　　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保
するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管
理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説
明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい

るものと認めます。
② 　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実

は認められません。
③ 　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該

内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

常勤社外監査役 葛󠄁　西　倫　子 ㊞
社 外 監 査 役 豊　島　　　絵 ㊞
社 外 監 査 役 上　杉　昌　隆 ㊞
社 外 監 査 役 上　松　恵理子 ㊞

2026年５月20日
株 式 会 社 j i g . j p 　 監 査 役 会

　
以　上
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株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図
会場　東京都港区虎ノ門二丁目２番１号

住友不動産虎ノ門タワー　２階　ベルサール虎ノ門
電話　050ｰ3112ｰ0925
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ビルディング
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日比谷線
虎ノ門ヒルズ駅
A2出口

日比谷線
虎ノ門ヒルズ駅
A1出口

溜池山王駅 外堀通り東京メトロ銀座線

環二通り

銀座線
虎ノ門駅
3番出口

南北線
溜池山王駅
8番出口

銀座線
溜池山王駅
9番出口

虎
ノ
門
ヒ
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ズ
駅

ベルサール虎ノ門
（住友不動産虎ノ門タワー）

虎ノ門ヒルズ
ステーション
タワー

●交番

The Okura
Tokyo

最 寄 駅
「銀座線 虎ノ門駅」３番出口より徒歩４分
「日比谷線 虎ノ門ヒルズ駅」A１またはA２出口より徒歩５分
「南北線・銀座線 溜池山王駅」8番出口より徒歩6分または9番出口より徒歩５分

（お願い）● お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。
● 受付の際、場合によりましては、身分証明書のご提示をお願いすることも

ありますので、予めご了承ください。
● 会場内の安全管理上、ご来場時に手荷物検査を実施させていただく場合が

あります。


